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〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指定統

計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２条の規定に

基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行われた統

計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新統計法」

という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に基づく総務大臣の

承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に届けられ

た統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき総務大臣に届けら

れた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法下の指定

統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されていたものについて

は、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査以外のも

のをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、本月

報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 

 



 - 1 -

○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日

科 学 技 術 研 究 調 査 総務大臣 承認事項の変更 

①調査事項の変更 

 特 定 目 的 別 研 究 費 及 び 研

究者の専門別内訳の変更、

性格別研究費の定義の記述

の変更 

②標本設計の変更 

 企業の抽出方法について、

従業員規模に応じた系統抽

出に変更 

H24.3.1 

労 働 力 調 査 総務大臣 承認事項の変更 
①調査事項の変更 
・「常雇」を「常雇（有期の
契約）」及び「常雇（無期
の契約）」に分割 

・「非正規雇用に就いた理由」
の追加 
・「月末１週間の就業日数」
及び「月間就業日数」の追
加 

②集計事項の変更 
非正規雇用の実態把握、年

間の総実労働時間の推計等
に寄与する集計の充実 

H24.3.6 

就 業 構 造 基 本 調 査 総務大臣 承認事項の変更 
①調査事項の変更 
・「雇用契約期間の定めの有
無・１回当たりの雇用契約
期間」及び「雇用契約の更
新の有無」の追加 

・「育児・介護の状況」の追
加 

・「東日本大震災の就業への
影響」の追加 

・「９月末１週間の就業・不
就業の状態」の削除 

②調査方法の変更 
・インターネットを用いた
回 答 方 式 を 選 択 で き る 対
象地域の拡大 

・コールセンターの設置 
③集計事項の変更 

少 子 高 齢 化 に お け る 雇 用
環境、ワーク・ライフ・バ
ランスの実態把握、非正規
就業の実態把握等に寄与す
る集計の充実 

H24.3.6 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 



○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H24.3.1
平成２３年産業連関構造調査（企業の管理活動等に関する実
態調査）

総 務 省

H24.3.1
平成２３年産業連関構造調査（商品・サービス等の販売先に
関する実態調査（試行調査））

総 務 省

H24.3.1 福祉行政報告例 厚 生 労 働 省

H24.3.1 被保護者調査 厚 生 労 働 省

H24.3.6 環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調査 環 境 省

H24.3.27
平成２３年産業連関構造調査（公共事業工事費投入調査にお
ける予備調査）（平成２４年承認）

国 土 交 通 省

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H24.3.2 業務委託に係る賃金等実態調査 奈 良 県 知 事

H24.3.2 事業継続計画（ＢＣＰ）策定状況調査 奈 良 県 知 事

H24.3.6 大阪府工業指数作成のための生産動態調査 大 阪 府 知 事

H24.3.8 福井県就業実態調査 福 井 県 知 事

H24.3.16 入域観光客統計調査 沖 縄 県 知 事

H24.3.16 修学旅行入込状況調査 沖 縄 県 知 事

H24.3.16 宿泊施設実態調査 沖 縄 県 知 事

H24.3.16 外国人観光客満足度調査 沖 縄 県 知 事

H24.3.26 ものづくり基盤技術保有状況調査 静 岡 市 長

H24.3.26
平成２４年度　市民意識調査「仕事の見直しのための状況調
査」

北 九 州 市 長

H24.3.30 次世代育成支援状況に関するアンケート 神 戸 市 長

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H24.3.2 京都府織布生産動態統計調査 京 都 府 知 事

H24.3.2 香川県工業生産実績統計調査 香 川 県 知 事

H24.3.9 島根県製造品流通実態調査 島 根 県 知 事

H24.3.9 熊本県推計人口調査 熊 本 県 知 事

H24.3.9 企業物価調査 日 本 銀 行 総 裁

H24.3.13 省エネ関連設備に関する調査 愛 知 県 知 事

H24.3.19 大阪府産業連関表作成のための商品流通調査 大 阪 府 知 事

H24.3.23 福岡県物資流通調査 福 岡 県 知 事

H24.3.26 福岡市物資流通調査 福 岡 市 長

H24.3.28 徳島県商品流通調査 徳 島 県 知 事

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもので
　　ある。

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもので
　　ある。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 科学技術研究調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年３月１日 

【実施機関】 総務省統計局経済統計課 

【目 的】 本調査は、科学技術研究統計（我が国における科学技術に関する研究費や研究者数等の研

究活動の実態を調査し、科学技術振興に必要な基礎資料を得ることを目的とする基幹統計）

を作成することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、研究機関基本統計調査（指定統計第６１号）として、昭和２８年８月に発足し、

その後昭和３５年３月、調査の拡充に伴い名称を科学技術研究調査と改めた。研究機関基本

統計調査では、調査の単位が「研究機関」であったことから、産業界における研究活動も「営

利法人の所有する研究機関」として明確なものについてのみ調査が行われていた。科学技術

研究調査では、調査範囲が拡大され、特定産業を除く資本金１００万円以上の会社（特殊法

人を含む。）がすべて調査の対象となり、その研究活動は，研究組織の有無にかかわらず企

業単位でとらえることとなった。各年における改正点は、以下のとおりである。昭和３５年

……１．営利法人について、従来の研究機関単位の調査を改めて企業を単位とするとともに、

特定産業を除く資本金１００万円以上の全会社を母集団とする標本調査とした。２．研究者

について，専門別研究者数を調査項目に加えた。３．各研究主体について、外部へ支出した

研究費及び支出先を調査項目に加えた。４．「主な研究分野」「研究従事者の給与」の調査項

目を除いた。昭和４０年……会社等、研究機関について、性格別研究費を調査項目に加えた。

昭和４５年……会社等について、製品分野及び特定目的別研究費を調査項目に加えた。昭和

４６年……会社等について、営業利益高を、研究機関について特定目的別研究費を調査項目

に加えた。昭和４７年……会社等について、技術交流に関する調査項目を加えた。昭和４８

年……会社等について、技術交流の国別に関する調査項目を加えた。昭和４９年……１．研

究関係従事者及び専門別研究者について女子の区分を加えた。２．大学等について性格別及

び特定目的別研究費の調査項目を加えた。昭和５１年……会社等について、特定産業を除く

資本金を３００万円以上の会社を母集団とする標本調査に改めた。昭和５２年……承認統計

として、新たにエネルギー研究調査を実施した。これに伴い、「特定目的別研究費」の「原

子力開発」を本調査から分離した。昭和５３年……会社等、研究機関及び大学等の「外部か

ら受け入れた研究費」の中に「特殊法人から」受け入れた研究費を、「外部へ支出した研究

費」の中に「特殊法人へ」支出した研究費を調査項目として加えた。昭和５５年……会社等

について、特定産業を除く資本金を５００万円以上の会社を母集団とする標本調査に改めた。

昭和５７年……承認統計として、新たにライフサイエンス研究調査を実施した。昭和６０年

……日本標準産業分類の改訂に伴い、調査対象について大分類の名称変更等を行った。平成

７年調査：会社等について、特定産業を除く資本金１０００万円未満の会社を対象外とした。

平成８年調査：エネルギー研究調査及びライフサイエンス研究調査の調査客対数を削減した。

平成９年調査：会社等について、ソフトウェア業を調査対象に加えた。平成１１年調査：付

帯調査として実施してきた「エネルギー研究調査」及び「ライフサイエンス研究調査」を平

成１１年調査から中止することに伴い、「特定目的別研究費」の内訳として「ライフサイエ

ンス」、「エネルギー」及び「エネルギー（うち原子力）」を追加した。平成１４年：調査対
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象産業の拡大、標本設計の変更、調査事項等の変更を行った。平成２４年：標本設計調査事

項等を行った。 

【調査の構成】 １－調査票甲（企業Ａ） ２－調査票甲（企業Ｂ） ３－調査票乙（非営利団体・公

的機関） ４－調査票丙（大学等） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査日の属する年の１２月） 

※ 

【調査票名】 １－調査票甲（企業Ａ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる「農業， 林業」、

「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・

水道業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売・小売業のうち（中分類「各種商品

卸売業」、「繊維・衣服等卸売業」、「飲食料品卸売業」、「建築材料、鉱物・金属材料等卸

売業」、「機械器具卸売業」、「その他の卸売業」）」「金融業，保険業のうち（中分類「銀行

業」、「貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関（「政府関係金融機関」を除く）、

「金融商品取引業、商品先物取引業」、「補助的金融業等」、「保険業（保険媒介代理業、

保険サービス業を含む）」）」、「学術研究，専門・技術サービス業のうち（中分類「学術・

開発研究機関」、「専門サービス業（他に分類されないもの）」）、「技術サービス業（他に

分類されないもの）」及び「サービス業（他に分類されないもの）」のうち「職業紹介・

労働者派遣業」「その他の事業サービス業」）」を主たる事業とする資本金又は出資金が１

億円以上の会社法に規定する会社 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００／２０，０００ （配布）郵送・オンラ

イン（電子メール） （取集）郵送・オンライン（電子メール） （記入）自計 （把

握時）毎年３月３１日現在 （系統）配布：総務省－民間事業者－報告者、回収：報告

者－総務省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の５月１６日～７月１５日 

【調査事項】 １．名称、２．所在地、３．企業等の現況、４．従業者総数、５．資本金、６．総売

上高、７．営業利益高、８．国際技術交流の有無、９．技術輸出及び技術輸入別相手先

企業の国籍名及び金額、１０．研究実施の有無、１１．研究関係従業者数、１２．採用・

転入研究者数、転出研究者数、１３．研究者の専門別内訳、１４．社内で使用した研究

費、１５．性格別研究費、１６．製品・サービス分野別研究費、１７．特定目的別研究

費、１８．社外から受け入れた研究費、１９．社外へ支出した研究費 

※ 

【調査票名】 ２－調査票甲（企業Ｂ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる「農業，林業」、「漁

業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道

業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業のうち（中分類「各種商品卸

売業」、「繊維・衣服等卸売業」、「飲食料品卸売業」、「建築材料、鉱物・金属材料等卸売

業」、「機械器具卸売業」「その他の卸売業」）」、「金融・保険業のうち（中分類「銀行業」、

「貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関（「政府関係金融機関」を除く）、「金融

商品取引業、商品先物取引業」、「補助的金融業等」、「保険業（保険媒介代理業、保険サ
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ービス業を含む）」）」、「学術研究，専門・技術サービス業のうち（中分類「学術・開発研

究機関」、「専門サービス業（他に分類されないもの）、「技術サービス業（他に分類され

ないもの）」及び「サービス業（他に分類されないもの）のうち（中分類「職業紹介・労

働者派遣業」及び「その他の事業サービス業」）」を主たる事業とする資本金又は出資金

が１千万円以上１億円未満の会社法に規定する会社 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，０００／５００，０００ （配布）郵送・オンライン

（電子メール） （取集）郵送・オンライン（電子メール） （記入）自計 （把握時）

毎年３月３１日現在 （系統）配布：総務省－民間事業者－報告者、回収：報告者－総

務省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の５月１６日～７月１５日 

【調査事項】 １．名称、２．所在地、３．企業等の現況、４．従業者総数、５．資本金、６．総売

上高、７．営業利益高、８．国際技術交流の有無、９．技術輸出及び技術輸入別相手先

企業の国籍名及び金額、１０．研究実施の有無、１１．研究関係従業者数、１２．採用・

転入研究者数、転出研究者数、１３．研究者の専門別内訳、１４．社内で使用した研究

費、１５．性格別研究費、１６．社外から受け入れた研究費、１７．社外へ支出した研

究費 

※ 

【調査票名】 ３－調査票乙（非営利団体・公的機関） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所、非営利団体及び公的機関 （属性）独立行政法人等

登記令の別表に掲げる特殊法人及び独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行

政法人（独立行政法人国立高等専門学校機構を除く。）のうち科学技術に関する試験研究

又は調査研究を行うことを目的と設置されたもの（特殊法人等整理合理化計画（平成１

３年１２月１９日閣議決定）により独立行政法人となった法人のうち、独立行政法人と

なる前に産業連関表において生産活動主体が「産業」に分類されており、かつ研究を実

施している法人を含む。）、科学技術に関する試験研究又は調査研究を主たる目的として

いる法人及び科学技術に関する試験研究又は調査研究を目的として設置されている国の

機関、地方公共団体の施設 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）郵送・オンライン（電子メール） （取

集）郵送・オンライン（電子メール） （記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 

（系統）配布：総務省－民間事業者－報告者、回収：報告者－総務省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の５月１６日～７月１５日 

【調査事項】 １．名称、２．所在地、３．研究実施の有無、４．従業者総数、５．支出総額、６．

主な事業及び研究の内容、７．支所・分場の名称及び所在地、８．研究内容の学問別区

分、９．研究関係従業者数、１０．採用・転入研究者数、転出研究者数、１１．研究者

の専門別内訳、１２．内部で使用した研究費、１３．性格別研究費、１４．特定目的別

研究費、１５．外部から受け入れた研究費、１６．外部へ支出した研究費 

※ 

【調査票名】 ４－調査票丙（大学等） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基
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づく大学の学部（大学院の研究科を含む。）、短期大学、高等専門学校、大学附置研究所、

大学附置研究施設、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）に基づく大学共同利

用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構法（平成１５年法律第１１３号）に

基づく独立行政法人国立高等専門学校機構。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，０００ （配布）郵送・オンライン（電子メール） （取

集）郵送・オンライン（電子メール） （記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 

（系統）配布：総務省－民間事業者－報告者、回収：報告者－総務省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の５月１６日～７月１５日 

【調査事項】 １．名称、２．所在地、３．大学等の種類、４．分校・分場の名称及び所在地、５．

研究内容の学問別区分、６．従業者数、７．採用・転入研究者数、転出研究者数、８．

研究本務者の専門別内訳、９．支出総額、１０．内部で使用した研究費、１１．性格別

研究費、１２．特定目的別研究費、１３．外部から受け入れた研究費、１４．外部へ支

出した研究費  
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【調査名】 労働力調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年３月６日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部国勢統計課労働力人口統計室 

【目 的】 本調査は、労働力統計（国民の就業及び不就業の状態を明らかにするための基礎資料を得

ることを目的とする基幹統計）を作成することを目的とする。 

【沿 革】 昭和２１年９月に開始され、約１年間の試験的時期を経過したのち、昭和２２年７月から

本格的に実施されるようになった。平成１４年から労働力調査特別調査（承認統計調査）を

統合して実施。 

【調査の構成】 １－労働力調査 基礎調査票 ２－労働力調査 特定調査票 

【公 表】 インターネット、印刷物及び閲覧（集計完了の都度） 

※ 

【調査票名】 １－労働力調査 基礎調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯及び世帯員 （属性）世帯及び世帯員 （抽出枠）国勢

調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４０，０００／５０，０００，０００ １１０，０

００／１３０，０００，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）毎月末日現在（ただし、１２月は２６日現在）、就業状態については、毎月の末日

に終わる１週間（ただし、１２月は２０日～２６日までの１週間） （系統）総務省－

都道府県－指導員－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月３日（ただし、１２月分に係る調査は

１２月２９日） 

【調査事項】 １．全ての世帯員に関する事項（１５歳未満の世帯員については、１か月目に行う調

査においてのみ対象とする。）（１）男女の別、（２）出生の年月、（３）世帯主との続き

柄、２．１５歳以上の世帯員に関する事項（１）氏名、（２）配偶の関係、（３）調査の

期日を最終日とする７日間における就業状態、（４）所属の事業所の名称、経営組織及び

事業の種類、（５）所属の企業全体の従業者数、（６）仕事の種類、（７）従業上の地位、

（８）雇用形態、（９）１週間の就業時間及び就業日数、（１０）１か月間の就業日数、

（１１）探している仕事の位置付け（主にする仕事か又はかたわらにする仕事か）、（１

２）求職の理由、３．世帯に関する事項（１）１５歳以上の世帯員の数及び男女、年齢

階級別１５歳未満の世帯員の数、（２）世帯員の異動状況（２か月目の世帯についてのみ

調査を行う。） 

※ 

【調査票名】 ２－労働力調査 特定調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯及び世帯員 （属性）世帯及び１５歳以上の世帯員 （抽

出枠）国勢調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／５０，０００，０００ ２５，００

０／１１０，０００，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）毎月末日現在（ただし、１２月は２６日現在）、就業状態については、毎月の末日

に終わる１週間（ただし、１２月は２０日～２６日までの１週間） （系統）総務省－
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都道府県－指導員－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月３日（ただし、１２月分に係る調査は

１２月２９日） 

【調査事項】 １．１５歳以上の世帯員に関する事項（１）氏名、（２）在学、卒業等教育の状況、（３）

仕事からの年間収入、２．就業者に関する事項（１）短時間就業及び休業の理由、（２）

就業時間増減希望の有無、（３）現職に就いた時期、（４）今の雇用形態を選んだ理由、

（５）転職などの希望の有無、（６）前職の有無、３．完全失業者に関する事項（１）求

職活動の方法、（２）求職活動の期間、（３）最近の求職活動の時期、（４）探している仕

事の形態、（５）就職できない理由、（６）前職の有無、４．非労働力人口に関する事項

（１）就業希望の有無、（２）非求職の理由、（３）希望する又は内定している仕事の形

態、（４）最近の求職活動の時期、（５）就業の可能性、（６）前職の有無、５．前職のあ

る者に関する事項（１）前職の従業上の地位及び雇用形態、（２）前職の事業の種類、（３）

前職の仕事の種類、（４）前職の企業全体の従業者数、（５）前職をやめた時期、（６）前

職をやめた理由  
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【調査名】 就業構造基本調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年３月６日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部国勢統計課労働力人口統計室 

【目 的】 本調査は、就業構造基本統計（国民の就業及び不就業の実態を明らかにし、全国及び地域

別の就業構造に関する基礎資料を得ることを目的とする基幹統計）を作成することを目的と

する。 

【沿 革】 昭和３１年以降３年ごとに調査が行われ、第９回（昭和５４年）は、前回調査から２年目

に、第１０回調査（昭和５７年）から５年ごとに実施している。 

【調査の構成】 １－就業構造基本調査調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施年の翌年７月末日） 

※ 

【調査票名】 １－就業構造基本調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯及び世帯員 （属性）世帯及び１５歳以上の世帯員 （抽

出枠）平成２２年国勢調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５１０，０００／５２，０００，０００ １，０８

０，０００／１１０，０００，０００ （配布）調査員・オンライン （取集）調査員・

オンライン （記入）自計 （把握時）調査実施年の１０月１日現在 （系統）総務省

－都道府県－市町村－調査員（又は民間事業者）－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年９月２３日～１０月１５日 

【調査事項】 ［１５歳以上の世帯員に関する事項］１．全員について（１）基本事項について（氏

名、男女の別、配偶者の有無、世帯主との続き柄、出生の年月、就学状況・卒業時期、

学校の種類、居住開始時期、転居の理由、転居前の居住地、収入の種類及びふだんの就

業・不就業状態）、（２）訓練・自己啓発について（職業訓練・自己啓発の有無及び職業

訓練・自己啓発の種類）、（３）育児・介護の状況について（育児の有無、育児休業等取

得の有無・育児休業等の種類、介護の有無及び介護休業等取得の有無・介護休業等の種

類）、（４）東日本大震災の仕事への影響について（震災による仕事への影響の有無、避

難の有無、現在の避難の状況及び震災時の居住地）、２．有業者について（１）主な仕事

について（従業上の地位・勤め先での呼称、起業の有無、雇用契約期間の定めの有無・

１回当たりの雇用契約期間、雇用契約の更新の有無・回数、勤め先の経営組織、勤め先

の名称、勤め先の事業の内容、仕事の内容、企業全体の従業者数、年間就業日数、就業

の規則性、週間就業時間、年間収入、就業開始の時期、転職又は追加就業等の希望の有

無、転職希望の理由、希望する仕事の形態、求職活動の有無、就業時間延長等の希望の

有無、１年前の就業・不就業状態及び前職の有無）、（２）主な仕事以外の仕事について

（主な仕事以外の仕事の有無・従業上の地位及び勤め先の事業の内容）、（３）前職につ

いて（離職の時期、就業継続年月、離職の理由、従業上の地位・勤め先での呼称、勤め

先の事業の内容、仕事の内容、現職又は前職と初職との関係、初職の就業開始の時期及

び初職の従業上の地位・勤め先での呼称）、３．無業者について（１）就業の希望等につ

いて（就業希望の有無、就業希望の理由、希望する仕事の種類、希望する仕事の形態、

求職活動の有無、非求職の理由、求職期間、就業希望時期、就業非希望の理由、１年前
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の就業・不就業状態及び就業経験の有無）、（２）前職について（離職の時期、就業継続

年月、離職の理由、従業上の地位・勤め先での呼称、勤め先の事業の内容、仕事の内容、

現職又は前職と初職との関係、初職の就業開始の時期及び初職の従業上の地位・勤め先

での呼称）、［世帯に関する事項］１．１５歳未満の年齢別世帯人員、２．世帯全体の年

間収入及び１５歳以上世帯人員 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 平成２３年産業連関構造調査（企業の管理活動等に関する実態調査） 

【承認年月日】 平成２４年３月１日 

【実施機関】 総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官室 

【目 的】 本調査は、企業の管理活動等に係る投入構造を把握し、産業連関表作成のための部門別の

投入額推計の基礎資料を得るとともに、企業の管理活動等のうち、本社事業所が行う管理活

動等の投入構造を把握し、いわゆる「本社部門」の経費（産業連関表上の生産額）を試算す

ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－企業の管理活動等に関する実態調査 調査票 

【公 表】 インターネット（平成２６年１月） 

【備 考】 以下の調査計画を基本としながらも、福島第一原子力発電所で発生した事故に関する警戒

区域及び計画的避難区域については、調査対象地域から除外する。 

※ 

【調査票名】 １－企業の管理活動等に関する実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類（平成１９年１１月改定）

に基づいて分類された、平成２１年経済センサス－基礎調査の産業分類のうち、大分類

「公務（他に分類されるものを除く）」及び「サービス業（他に分類されないもの）」の

うち、中分類「政治・経済・文化団体」及び「宗教」を除くすべての産業について、そ

れらを主産業とする複数事業所を有する企業のうち、企業全体での常用雇用者が３０人

以上のものを対象とする。 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，０００／２６３，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）配布：総務省

－民間事業者－報告者、回収：報告者－総務省 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月～９月 

【調査事項】 １．従業者数、２．直接的な事業活動別の従業者数、３．売上（収入）金額、費用総

額等の状況、４．販売費及び一般管理費の状況、５．販売費及び一般管理費の項目別内

訳  
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【調査名】 平成２３年産業連関構造調査（商品・サービス等の販売先に関する実態調査（試

行調査））（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年３月１日 

【実施機関】 総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官室 

【目 的】 本調査は、企業の商品・サービス等の売上高を販売先別に調査し、産業連関表作成のため

の財・サービス別の産出構造を把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－商品・サービス等の販売先に関する実態調査 調査票 

【公 表】 公表しない 

【備 考】 以下の調査計画を基本としながらも、福島第一原子力発電所で発生した事故に関する警戒

区域及び計画的避難区域については、調査対象地域から除外する。 

※ 

【調査票名】 １－商品・サービス等の販売先に関する実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に基づいて分類された、平

成２１年経済センサス－基礎調査の産業分類のうち、「製造業」「情報通信業」「運輸業，

郵便業」「卸売業，小売業」「不動産業，物品賃貸業」「学術研究，専門・技術サービス業」

「サービス業（他に分類されないもの）」に属する企業で、企業全体での常用雇用者が３

０人以上のものを対象とする。 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名

簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００／１３９，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）配布：総務省

－民間事業者－報告者、回収：報告者－総務省 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年８月～９月 

【調査事項】 １．商品・サービス別売上高、２．売上高の販売先（取引先）別内訳 
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【調査名】 福祉行政報告例（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年３月１日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 社会福祉関係諸法規の施行に伴う各都道府県、指定都市及び中核市における行政の実態を

数量的に把握して、国及び地方公共団体の社会福祉行政運営のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和１３年から実施されていた「厚生省報告例」（昭和１３年３月厚生省訓令第１３号）

が平成１２年に廃止されたことに伴い、新たな「福祉行政報告例」として発足した。なお、

本調査は、旧統計法（昭和２２年法律第１８号）下では、「届出統計調査」として扱われて

きたが、全部改正後の新統計法（平成１９年法律第５３号）では、一般統計調査として扱わ

れることになった。平成２４年には、調査内容のうち生活保護に係る部分を被保護者調査に

移管した。 

【調査の構成】 １－老人福祉法関係（４表） ２－障害者自立支援法関係（７表） ３－特別児童扶

養手当等の支給に関する法律関係（１表） ４－売春防止法・配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法律関係（３表） ５－民生委員法関係（１表） ６－社会

福祉法等関係（２表） ７－児童福祉法関係（１５表） ８－戦傷病者特別援護法関係

（４表） ９－民生委員法・児童福祉法関係（１表） １０－中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律関係（８表） １１－知的障害者

福祉法関係（３表） １２－身体障害者福祉法・障害者自立支援法関係（１表） １３

－児童福祉法・母子保健法関係（１表） １４－特別児童扶養手当等の支給に関する法

律及び国民年金法等の一部を改正する法律関係（１表） １５－身体障害者福祉法関係

（１表） １６－児童扶養手当法関係（１表） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（月報：調査実施月翌々々月上旬、年度報：調査実施年度の翌

年度９月下旬） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－老人福祉法関係（４表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日、当該年度の４月１日現在 （系

統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末、当該年度の４月末 

【調査事項】 １．老人ホーム・在所者、２．養護老人ホームの措置人員（４月１日現在）、３．訪

問介護、通所介護及び短期入所生活介護（被措置者分）、４．老人クラブ・会員数 

※ 

【調査票名】 ２－障害者自立支援法関係（７表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末 
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【調査事項】 １．身体障害者・児の補装具費の支給（購入・修理）、２．身体障害者・児の特例補

装具費の支給（購入・修理）、３．自立支援医療（身体障害者の更生医療）、４．自立支

援医療（精神障害者・児の精神通院医療）、５．自立支援医療における所得区分の状況、

６．市町村における相談支援、７．自立支援医療（身体障害児童の育成医療） 

※ 

【調査票名】 ３－特別児童扶養手当等の支給に関する法律関係（１表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）前月１か月間 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査実施月の翌月末 

【調査事項】 １．特別児童扶養手当受給資格者の認定及び異動状況 

※ 

【調査票名】 ４－売春防止法・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律関係（３表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末 

【調査事項】 １．婦人相談所及び婦人相談員の経路別受付、２．婦人相談所及び婦人相談員の処理

状況、３．婦人保護施設入退所者の状況 

※ 

【調査票名】 ５－民生委員法関係（１表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末 

【調査事項】 １．民生委員（児童委員）の推薦状況 

※ 

【調査票名】 ６－社会福祉法等関係（２表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末 

【調査事項】 １．社会福祉法人数・認可件数、２．社会福祉法人等に対する指導・監督 

※ 

【調査票名】 ７－児童福祉法関係（１５表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日、前月１か月間 （系統）厚生労

働省－報告者 
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【周期・期日】 （周期）年、月 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末、当該年度の１１月末、

調査実施月の翌月末 

【調査事項】 １．児童相談所経路別児童受付、２．児童相談種類別児童受付、３．児童相談種類別

対応件数、４．児童相談所における措置停止・措置中等の調査・診断・指導・措置解除、

５．一時保護児童、６．児童相談所における調査・診断及び心理療法・カウンセリング

等、７．児童相談所における養護相談の理由別対応件数、８．市町村における養護相談

の理由別対応件数、９．児童福祉施設・在所者、１０．助産施設・母子生活支援施設在

所者、１１．保育所・在所者、１２．私立保育所の費用徴収階層別入所人員及び運営費、

１３．里親及び小規模住宅型児童養育事業、１４．里親及び小規模住居型児童養育事業

（ファミリーホーム）に委託されている児童、１５．福祉事務所における処理 

※ 

【調査票名】 ８－戦傷病者特別援護法関係（４表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末 

【調査事項】 １．戦傷病者手帳交付台帳登載数、２．戦傷病者等の療養の給付・療養費の支給及び

療養手当受給者数並びに更生医療給付決定件数、３．戦傷病者の補装具支給及び修理、

４．戦傷病者乗車券引換証受給者数 

※ 

【調査票名】 ９－民生委員法・児童福祉法関係（１表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末 

【調査事項】 １．民生委員（児童委員）の活動状況 

※ 

【調査票名】 １０－中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律関

係（８表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日、前月１か月間 （系統）厚生労

働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年、月 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月、調査実施月の翌月末 

【調査事項】 １．給付金の種類別被給付世帯数及び被給付実人員、２．給付の開始・廃止及び変更、

３．性・年齢階級別給付人員、４．医療支援給付人員、５．介護支援給付人員、６．世

帯の労働力類型別被給付世帯数、７．医療費の審査及び決定、８．医療支援給付実施状

況 

※ 
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【調査票名】 １１－知的障害者福祉法関係（３表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末 

【調査事項】 １．知的障害者更生相談所における処理、２．職親・職親に委託されている知的障害

者、３．療育手帳交付台帳登載数 

※ 

【調査票名】 １２－身体障害者福祉法・障害者自立支援法関係（１表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６５ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末 

【調査事項】 １．身体障害者更生相談所における処理 

※ 

【調査票名】 １３－児童福祉法・母子保健法関係（１表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末 

【調査事項】 １．未熟児の養育医療及び結核児童の療育の給付 

※ 

【調査票名】 １４－特別児童扶養手当等の支給に関する法律及び国民年金法等の一部を改正する法律

関係（１表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）前月１か月間 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査実施月の翌月末 

【調査事項】 １．障害児福祉手当等の認定及び受給資格者異動状況 

※ 

【調査票名】 １５－身体障害者福祉法関係（１表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）前年度の４月１日～３月３１日 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年度の翌年度４月末 

【調査事項】 １．身体障害者手帳交付台帳登載数 

※ 

【調査票名】 １６－児童扶養手当法関係（１表） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県・指定都市・中核市 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）前月１か月間 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査実施月の翌月末 

【調査事項】 １．児童扶養手当受給資格者の認定及び異動状況  
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【調査名】 被保護者調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年３月１日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局保護課 

【目 的】 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に基づく保護を受けている世帯及び保護を受け

ていた世帯の保護の受給状況を把握し、生活保護制度及び厚生労働行政の企画運営に必要な

基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和２３年から毎年実施されている。本調査は、旧統計法（昭和２２年法律第

１８号）下では「届出統計調査」として扱われてきたが、全部改正後の新統計法（平成１９

年法律第５３号）では、一般統計調査として扱われることになった。平成２４年に、福祉行

政報告例の生活保護部分が移管されたことに伴い、調査の周期が従来の毎年から毎年及び毎

月に変更されると共に、調査の名称が「被保護者全国一斉調査」から「被保護者調査」に変

更された。 

【調査の構成】 １－年次調査票 ２－月次調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（【年次調査】調査実施年度の翌年度の６月、【月次調査】月報：

調査実施月の翌々々月上旬、年度報：調査実施年度の翌年度の６月） 

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載の変更のほか、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－年次調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）福祉事務所 （属性）福祉事務所（社会福祉法（昭和２６年

法律第４５号）第１４条に定める福祉に関する事務所及び同法附則第７項の経過規定に

定める組織） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２４５ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）毎年７月末日現在（保護廃止世帯における状況は、７月１日～７

月３１日） （系統）厚生労働省－都道府県・指定都市・中核市－報告者（福祉事務所） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月２０日 

【調査事項】 ［基礎調査］１．被保護世帯人員，級地・単身世帯－２人以上世帯・性・年齢階級別、

２．被保護世帯数，世帯人員・級地・扶助の種類別、３．勤労控除適用世帯数・件数，

勤労控除の状況・級地別、４．年金等受給世帯数・件数，年金等の受給状況・級地別、

５．教育扶助受給人員，小学校・中学校別、６．高等学校等就学費受給人員、７．加算

受給世帯数・件数，級地・加算等の状況別、８．借家・借間世帯数，級地・住宅の状況，

実際家賃・間代階級別、９．被保護外国人世帯数，世帯人員・世帯類型・世帯主の国籍

別、１０．介護扶助受給者数，要介護度・在宅－施設・介護サービスの種類別、１１．

保護廃止世帯における世帯類型、保護開始年月、廃止理由別、［個別調査］１．受給開始

年月、２．保護歴の有無、３．世帯類型、４．保護の決定状況、５．扶助の種類、６．

性別、７．年齢、８．世帯主との続柄、９．入院（入所）等状況、１０．就労の状況、

１１．就労開始年月、１２．就学の状況、１３．就労収入月額、１４．基礎控除月額、

１５．障害・傷病の状況、１６．加算等の状況、１７．年金の受給状況、１８．年金月

額 

※ 
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【調査票名】 ２－月次調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体及び福祉事務所 （属性）都道府県、指定都市、

中核市又は福祉事務所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，３５２ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）調査実施日の前月１か月間 （系統）厚生労働省－報告者（都道

府県・指定都市・中核市）、厚生労働省－都道府県・指定都市・中核市－報告者（福祉事

務所） 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日 

【調査事項】 １．保護の種類別被保護世帯数及び被保護人員、２．医療扶助人員、３．介護扶助人

員、４．世帯の労働力類型別被保護世帯数、５．保護施設・在所者、６．保護の開始・

廃止及び変更、７．保護開始の理由・世帯類型・世帯主の年齢階級別世帯数、８．保護

歴を有する世帯の保護開始理由別世帯数、９．保護開始前の医療保険の加入状況別保護

開始人員、１０．保護廃止の理由・世帯類型・世帯主の年齢階級別世帯数、１１．医療

費の審査及び決定、１２．医療扶助実施状況、１３．審査請求に対する裁決 
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【調査名】 環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調査（平成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年３月６日 

【実施機関】 環境省総合環境政策局環境計画課 

【目 的】 環境基本計画の着実な実行を確保するための点検等の一環として、地方公共団体の環境保

全に関する取組の状況、進捗等を把握する。 

【沿 革】 平成１８年度以降毎年実施されているが、旧法下において承認を得ておらず、平成２１年

度から一般統計調査として実施 

【調査の構成】 １－環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調査 調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施の翌年度の６月までに公表） 

【備 考】 今回の変更は、平成２３年度調査の休止。 

※ 

【調査票名】 １－環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）普通地方公共団体及び特別区 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８１２ （配布）郵送・オンライン（電子メール） （取

集）郵送・オンライン（電子メール） （記入）自計 （把握時）調査実施年の１月末

日現在 （系統）環境省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（ただし、平成２３年度は実施しない） （実施期日）毎年１月～２月 

【調査事項】 １．地方公共団体の概要について、２．環境施策の基本となる条例及び計画について、

３．環境施策の実施状況について、４．事業者との関係について、５．住民又は住民団

体との関係について、６．民間団体（環境ＮＰＯ等）との関係について、７．他の地方

公共団体との関係について 
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【調査名】 平成２３年産業連関構造調査（公共事業工事費投入調査における予備調査）（平

成２４年承認） 

【承認年月日】 平成２４年３月２７日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策課建設統計室 

【目 的】 本調査は、産業連関表にあたり投入額推計の基礎資料を得ることを目的として実施を予定

している「平成２３年産業連関構造調査（公共事業工事費投入調査）」における調査対象工

事件数を決定するための母集団となる、公共工事の総工事件数を把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－公共事業工事費投入調査における予備調査票（建設関係）（直轄事業・国庫補助

事業） ２－公共事業工事費投入調査における予備調査票（建設関係）（都道府県単独

事業） ３－公共事業工事費投入調査における予備調査票（港湾関係）（直轄事業・国

庫補助事業） ４－公共事業工事費投入調査における予備調査票（港湾関係）（港湾管

理者単独事業） ５－公共事業工事費投入調査における予備調査票（空港関係）（直轄

事業・国庫補助事業） ６－公共事業工事費投入調査における予備調査票（空港関係）

（都道府県単独事業） 

【公 表】 インターネット（平成２６年３月） 

※ 

【調査票名】 １－公共事業工事費投入調査における予備調査票（建設関係）（直轄事業・国庫補助事

業） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関、地方公共団体 （属性）地方整備局、北海道開発

局、沖縄総合事務局、都道府県、政令指定都市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７６ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）平成２３年度 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年４月１日～平成２４年５月３１日 

【調査事項】 工事種類別・工事規模別工事件数 

※ 

【調査票名】 ２－公共事業工事費投入調査における予備調査票（建設関係）（都道府県単独事業） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）平成２３年度 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年４月１日～平成２４年５月３１日 

【調査事項】 工事種類別・工事規模別工事件数 

※ 

【調査票名】 ３－公共事業工事費投入調査における予備調査票（港湾関係）（直轄事業・国庫補助事

業） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関 （属性）地方整備局、北海道開発局、沖縄総合事

務局、地方港湾管理者を除く港湾管理者（都道府県、政令指定都市を含む） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）平成２３年度 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年４月１日～平成２４年５月３１日 
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【調査事項】 工事種類別・工事規模別工事件数 

※ 

【調査票名】 ４－公共事業工事費投入調査における予備調査票（港湾関係）（港湾管理者単独事業） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）地方港湾管理者を除く港湾管理者（都

道府県・政令指定都市を含む） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）平成２３年度 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年４月１日～平成２４年５月３１日 

【調査事項】 工事種類別・工事規模別工事件数 

※ 

【調査票名】 ５－公共事業工事費投入調査における予備調査票（空港関係）（直轄事業・国庫補助事

業） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）行政機関、地方公共団体 （属性）地方整備局、北海道開発

局、沖縄総合事務局、都道府県、政令指定都市 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７６ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）平成２３年度 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年４月１日～平成２４年５月３１日 

【調査事項】 工事種類別・工事規模別工事件数 

※ 

【調査票名】 ６－公共事業工事費投入調査における予備調査票（空港関係）（都道府県単独事業） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）

自計 （把握時）平成２３年度 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年４月１日～平成２４年５月３１日 

【調査事項】 工事種類別・工事規模別工事件数 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 業務委託に係る賃金等実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月２日 

【実施機関】 奈良県産業・雇用振興部雇用労政課 

【目 的】 公契約に係る賃金等の状況を調査し、公契約に係る賃金の支払い状況や社会的価値の状況

を明らかにするとともに、公契約のあり方を検討する資料とする。 

【調査の構成】 １－賃金等実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－賃金等実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）企業 （属性）奈良県が平成２４年度の事業として４

月１日から４月末日までに契約する業務委託契約のうち、予定価格が１００万円以上で

入札により決定された業務を受託する企業 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）職員 （取集）職員 （記入）自計 （把

握時）委託業務開始から１月経過してから最初に設定されている賃金支払日 （系統）

奈良県－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年度内で、委託業務開始から１月経過し

てから最初に設定されている賃金支払日以降 

【調査事項】 １．事業所に関する事項（労働保険及び社会保険の加入状況）、２．労働者に関する

事項（性別、年齢、就業形態、賃金形態、賃金額、労働日数、労働時間数、労働保険の

加入状況及び社会保険の加入状況）  
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【調査名】 事業継続計画（ＢＣＰ）策定状況調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月２日 

【実施機関】 奈良県総務部知事公室防災統括室 

【目 的】 奈良県内のＢＣＰ策定状況等を把握し、今後の施策に活かすため。 

【調査の構成】 １－ＢＣＰ（事業継続計画）策定への取組に関するアンケート 調査票 

※ 

【調査票名】 １－ＢＣＰ（事業継続計画）策定への取組に関するアンケート 調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）企業 （属性）奈良県に本社機能を有する企業 （抽

出枠）県が所有する事業所リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，１００／４，３７０ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎年２月２８日～３月１４日 （系統）奈良県－報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月２８日～３月１４日 

【調査事項】 事業継続計画（ＢＣＰ）策定状況等  
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【調査名】 大阪府工業指数作成のための生産動態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月６日 

【実施機関】 大阪府総務部統計課 

【目 的】 大阪府における工業生産の状況を把握し、大阪府工業指数作成のための基礎資料を得るこ

とを目的とする。 

【調査の構成】 １－所管外品目調査票 

※ 

【調査票名】 １－所管外品目調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「製

造業」に属し、指定品目を生産する事業所及び指定品目の生産動態を把握している事業

組合等 （抽出枠）工業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３／２５，４５４ （配布）郵送 （取集）郵送・

ＦＡＸ・電話 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）大阪府－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月末日 

【調査事項】 １．月初在庫数量、２．生産数量、３．出荷数量、４．過欠補正数量、５．月末在庫

数量  
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【調査名】 福井県就業実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月８日 

【実施機関】 福井県総合政策部政策統計課 

【目 的】 就職支援施策に必要不可欠な就業・不就業に関するデータを蓄積し、就業改善のための基

礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－福井県就業実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－福井県就業実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）世帯 （属性）世帯（１５歳以上の者） （抽出枠）

平成１７年国勢調査標本調査基礎資料、平成２２年国勢調査標本調査基礎資料及び現地

調査により作成した世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／６９２，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在（１２月、３月は２６日現在）。た

だし、就業状態に関する事項については、調査日を末日とする１週間の状態について調

査する。 （系統）福井県－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月（平成２４年４月調査以降） （実施期日）調査実施月の翌月５日頃 

【調査事項】 １．氏名（任意）及び男女の別、２．出生の年月、３．配偶の関係、４．卒業の状態、

５．調査日を最終日とする７日間における就業状態、６．従業上の地位（仕事をしてい

た人、仕事を休んでいた人）、７．勤め先・業主などの事業の産業分類（仕事をしていた

人、仕事を休んでいた人）、８．勤め先の呼称（従業上の地位で雇用されている人）、９．

探している仕事が主にするものか、かたわらにするものか（仕事を探していた人）、１０．

探している仕事の形態（仕事を探していた人。ただし、家事・通学・その他除く。）、１

１．仕事を探し始めた理由（仕事を探していた人）、１２．求職方法（仕事を探していた

人）、１３．仕事を探し始めてからの期間（仕事を探していた人）、１４．仕事に就けな

い理由（仕事を探していた人）、１５．転職などの希望の有無（仕事をしていた人、仕事

を休んでいた人）  
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【調査名】 入域観光客統計調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月１６日 

【実施機関】 沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課 

【目 的】 沖縄県に入域する観光客数を把握し、観光振興施策の企画、立案に寄与する。 

【調査の構成】 １－入域観光客統計調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－入域観光客統計調査 調査票 

【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）事業所 （属性）沖縄－本土間に路線を持つ全ての航

空会社及び海運会社、法務省福岡入国管理局那覇支局 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４ （配布）オンライン・ファクシミリ （取集）オン

ライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）毎月１日～１０日、１１日～２０日、

２１日～３１日 （系統）沖縄県－報告者 

【周期・期日】 （周期）月３回 （実施期日）毎月５日、１５日、２５日前後 

【調査事項】 本土－沖縄間に就航する航空会社及び船舶による発地別輸送実績と、沖縄県で入国手

続きをした国籍別入国者数。入国者数に関しては一般客と特例上陸者を分けて報告をも

らう。※特例上陸者：国際航路の乗務員などの一時上陸者等  
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【調査名】 修学旅行入込状況調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月１６日 

【実施機関】 沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課 

【目 的】 沖縄県を訪れる県外修学旅行の実態を把握し、観光振興施策の企画、立案を寄与する。 

【調査の構成】 １－修学旅行入込状況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－修学旅行入込状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）事業所 （属性）沖縄県を訪れる県外修学旅行を取り

扱う旅行業者 （抽出枠）旅行業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１５ （配布）オンライン （取集）オンライン （記

入）自計 （把握時）調査実施年の前年度実績及び調査実施年度の予定 （系統）沖縄

県－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎年 （実施期日）毎年４月～５月に実施し、提出期限は、その約１ヶ月

後 

【調査事項】 １．県外修学旅行の出発月、２．学校名、３．公立・私立の区別、４．学校種別（小・

中・高）、５．都道府県、６．人数、７．宿泊地、８．宿泊日数  
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【調査名】 宿泊施設実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月１６日 

【実施機関】 沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課 

【目 的】 沖縄県に所在する宿泊施設の実態（軒数、客室数、収容人員等）を把握し、観光振興施策

の企画、立案に寄与する。 

【調査の構成】 １－宿泊施設実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－宿泊施設実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４１ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ （取集）

郵送・オンライン・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）毎年１２月３１日現在 （系

統）沖縄県－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎年 （実施期日）毎年４月～８月 

【調査事項】 １．種別ごとの軒数、２．客室数（和洋室別）、３．収容人員、４．施設名、５．郵

便番号、６．所在地、７．電話番号、８．従業員数（任意）。  
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【調査名】 外国人観光客満足度調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月１６日 

【実施機関】 沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課 

【目 的】 沖縄県を訪れる外国人観光客の実態（属性、沖縄旅行の満足度、消費額等）を把握し、観

光振興施策の企画、立案に寄与する。 

【調査の構成】 １－外国人観光客満足度調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－外国人観光客満足度調査 調査票 

【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）個人 （属性）外国人観光客 （抽出枠）那覇空港を

利用して沖縄県外に出域する外国人観光客 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／２００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時） （系統）沖縄県－外郭団体－報告者 

【周期・期日】 （周期）年２回 （実施期日）調査票記入日現在 

【調査事項】 １．基本属性（性別、年齢、国籍、居住地）、２．入国空港、３．同行者、４．目的、

５．旅行回数、６．宿泊数、７．旅行形態、８．他の旅行先、９．利用した宿泊施設、

１０．利用した交通手段、１１．滞在中役に立った情報源、１２．訪問地、１３．消費

額、１４．購入したもの  
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【調査名】 ものづくり基盤技術保有状況調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月２６日 

【実施機関】 静岡市経済局商工部産業政策課 

【目 的】 静岡市内企業の「ものづくり基盤技術」の保有状況を調査し、産業集積や企業誘致に活用

していくための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－ものづくり基盤技術保有状況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－ものづくり基盤技術保有状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）静岡市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「製

造業」に属し、従業者数が１０人以上の民営事業所 （抽出枠）民間事業者が保有する

企業情報データベース 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５００／９００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２４年４月１日 （系統）静岡市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年５月中旬～平成２４年５月３１日 

【調査事項】 １．「ものづくり基盤技術」の保有状況について、２．その他ＰＲしたい・特筆すべ

き技術等の保有状況について、３．成長産業・次世帯産業などへの参入状況・今後の参

入意欲について、４．事業所の新増設・移設や大規模設備投資等の計画について
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【調査名】 平成２４年度 市民意識調査「仕事の見直しのための状況調査」（平成２４年

届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月２６日 

【実施機関】 北九州市市民文化スポーツ局市民部広聴課 

【目 的】 本調査は、行政評価を行うにあたり、市民の意識等の変化を成果指標とするものについて

調査を行い、評価結果に基づき事業の見直しを図ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２４年度 市民意識調査「仕事の見直しのための状況調査」  調査票 

【備 考】 本調査の名称には、「意識」の文言が付されているが、調査事項の中に「事実の報告」が

含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、統計法上の「統計調査」

として届出が受理されたものである。 

※ 

【調査票名】 １－平成２４年度 市民意識調査「仕事の見直しのための状況調査」  調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の市民 （抽出枠）住民

基本台帳、外国人登録台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／８１３，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日票記入日現在 （系統）調査票の配布：北

九州市－民間事業者－報告者、調査票の回収：報告者－北九州市 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２４年４月２０日～５月１１日 

【調査事項】 １．消費者トラブル経験の有無、２．芸術や文化活動の有無等  
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【調査名】 次世代育成支援状況に関するアンケート（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月３０日 

【実施機関】 神戸市保健福祉局子育て支援部 

【目 的】 本調査は、神戸市内における、仕事と子育ての両立に必要な雇用環境の整備の状況を把握

し、神戸市次世代育成支援対策推進行動計画（後期計画）の進捗状況の検証の基礎資料とす

る。 

【調査の構成】 １－次世代育成支援状況に関するアンケート調査票（企業アンケート） ２－次世代

育成支援状況に関するアンケート調査票（市民アンケート） 

※ 

【調査票名】 １－次世代育成支援状況に関するアンケート調査票（企業アンケート） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類のうち「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売

業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・研究サ

ービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サ

ービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属する従業員１０１人以上の民

営事業所 （抽出枠）平成２１年度経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）毎年３月３１日 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～４月２５日 

【調査事項】 １．主要な業種、従業員数及び従業員の男女構成比に関する事項、２．育児休業制度

等、仕事と子育ての両立に必要な雇用環境の整備状況に関する事項、３．将来的な少子

化対策の考え、４．少子化対策を推進するために行政に望むこと 

※ 

【調査票名】 ２－次世代育成支援状況に関するアンケート調査票（市民アンケート） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）神戸市内各区役所が４月に実施する３

歳児健診の受診者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査票記入日現在 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月～６月３０日 

【調査事項】 １．子供の保育状況に関する事項、２．母子保健事業の利用状況に関する事項、３．

子育て支援事業の利用状況に関する事項、４．保育サービスの利用状況に関する事項
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（２）変更 

【調査名】 京都府織布生産動態統計調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月２日 

【実施機関】 京都府政策企画部調査統計課 

【目 的】 京都府内における織布の生産の実態を明らかにすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－織布出荷高調査票（帯用） ２－織布出荷高調査票（着尺用） ３－織布出荷高

調査票（その他用） ４－織布出荷高調査票（丹後用） 

【備 考】 今回の変更は、織布出荷高調査票（帯用）、織布出荷高調査票（着尺用）及び織布出荷高

調査票（その他用）に係る調査事項の一部変更並びに織布出荷高調査票（丹後用）の新設。 

※ 

【調査票名】 １－織布出荷高調査票（帯用） 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）事業所 （属性）指定工業品を生産する事業所のうち、

調査統計課長が別に定めるもの （抽出枠）工業統計調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／３５０ （配布）郵送・調査員 （取集）郵送・

調査員 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在（従業者数については、毎年１０月末

日現在） （系統）都道府県－調査員－報告者、都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１０日 

【調査事項】 １．出荷高、２．出荷額、３．従事者数（毎年１０月分報告時のみ。）、４．月間平均

実働台数 

※ 

【調査票名】 ２－織布出荷高調査票（着尺用） 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）事業所 （属性）指定工業品を生産する事業所のうち、

調査統計課長が別に定めるもの （抽出枠）工業統計調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１５／５０ （配布）郵送・調査員 （取集）郵送・

調査員 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在（従業者数については、毎年１０月末

日現在） （系統）都道府県－調査員－報告者、都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１０日 

【調査事項】 １．出荷高、２．出荷額、３．従事者数（毎年１０月分報告時のみ。）、４．月間平均

実働台数 

※ 

【調査票名】 ３－織布出荷高調査票（その他用） 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）事業所 （属性）指定工業品を生産する事業所のうち、

調査統計課長が別に定めるもの （抽出枠）工業統計調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３０／１２０ （配布）郵送・調査員 （取集）郵送・

調査員 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在（従業者数については、毎年１０月末

日現在） （系統）都道府県－調査員－報告者、都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１０日 

【調査事項】 １．出荷高、２．出荷額、３．従事者数（毎年１０月分報告時のみ。）、４．月間平均

実働台数 
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※ 

【調査票名】 ４－織布出荷高調査票（丹後用） 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）事業所 （属性）指定工業品を生産する事業所のうち、

調査統計課長が別に定めるもの （抽出枠）京都府中小企業団体名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）毎月末日現在（従業者数については、毎年１０月末日現在） （系統）都道府県

－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１０日 

【調査事項】 １．出荷高、２．出荷額、３．従事者数（毎年１０月分報告時のみ。） 
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【調査名】 香川県工業生産実績統計調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月２日 

【実施機関】 香川県政策部統計調査課 

【目 的】 香川県内における工業生産に関する実態を明確にし、香川県産業行政の基礎資料を得るこ

とを目的とする。 

【調査の構成】 １－工業生産実績統計調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査品目、調査組織及び調査票の提出期限の変更。 

※ 

【調査票名】 １－工業生産実績統計調査票 

【調査対象】 （地域）香川県全域 （単位）事業所 （属性）調査品目を製造する事業所又は事業

団体 （抽出枠）会社情報、事業団体のホームページ 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２６／７８９ （配布）郵送・オンライン（電子メー

ル） （取集）郵送・オンライン（電子メール） （記入）自計 （把握時）毎月末日

現在 （系統）香川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月 （実施期日）翌月１０日 

【調査事項】 １．生産高、２．出荷高、３．在庫高、４．従業者数  
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【調査名】 島根県製造品流通実態調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月９日 

【実施機関】 島根県政策企画局統計調査課 

【目 的】 本調査は、都道府県間における製造品の流通状況を明らかにし、平成２３年産業連関表作

成のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２３年島根県製造品流通実態調査票 

【備 考】 今回の変更は、日本標準産業分類の改定（平成１９年）に伴う調査対象の範囲の変更及び

調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－平成２３年島根県製造品流通実態調査票 

【調査対象】 （地域）島根県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に掲げる

「製造業」に属し、「島根県製造品流通実態調査品目一覧」に掲げる３２１品目を生産し

ている事業所 （抽出枠）工業統計調査準備調査名簿及び生産動態統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２２０／２，０２９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）島根県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年７月１日～８月３１日 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地、２．自工場生産額、自工場消費額、輸出向出荷額及び

国内向出荷額、並びに消費税の扱い、３．国内向出荷額の消費地別構成比、４．国内向

出荷額の販売先業種及び構成比  
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【調査名】 熊本県推計人口調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月９日 

【実施機関】 熊本県企画振興部交通政策・情報局統計調査課 

【目 的】 熊本県の経済、社会、労働等に関する諸施策の基礎資料とするため、５年ごとに実施され

る国勢調査の聞における市区町村別の人口及び世帯数の推移を明らかにすることを目的と

する。 

【調査の構成】 １－熊本県推計人口調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査の目的の変更（平成２４年４月１日に熊本県が政令指定都市に移行す

ることにより設置される５区を熊本県推計人口調査の調査対象に追加するため、「調査の目

的」中の「市町村」を「市区町村」に変更するもの。） 

※ 

【調査票名】 １－熊本県推計人口調査票 

【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）地方公共団体 （属性）熊本県内の市町村内 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）男女別人口、世帯数：毎月１日午前零時現在、出生者、死亡者、転入者及び転出

者：前月１日から月末までの人口動態 （系統）熊本県－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月１５日 

【調査事項】 １．男女別人口、２．世帯数、３．男女別出生者数、４．死亡者の男女の別及び生年

月、５．転入者の男女の別、生年月及び従前の住所、６．県外転出者の男女の別、生年

月及び転出先  
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【調査名】 企業物価調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月９日 

【実施機関】 日本銀行調査統計局物価統計課 

【目 的】 本調査は、個別銘柄の価格を調査し、企業物価指数作成のための基礎資料を得ることを目

的とする。 

【調査の構成】 １－価格調査票（国内・輸出・輸入） 

【備 考】 今回の変更は、報告者数の変更。 

※ 

【調査票名】 １－価格調査票（国内・輸出・輸入） 

【調査対象】 （地域）全国（品目ごとに代表的な産地等を踏まえて選定。なお、品目とは、企業物

価指数で作成・公表している指数の最小単位。） （単位）企業 （属性）生産者、卸売

業者、輸出入業者 （抽出枠）会社四季報、業界団体名簿及び業界からのヒアリング等 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）１か月間の実績 （系統）日本銀行－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月の１日 

【調査事項】 １．銘柄、２．価格条件（表示通貨、受渡条件・数量単位等）、３．調査価格
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【調査名】 省エネ関連設備に関する調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月１３日 

【実施機関】 愛知県農林水産部園芸農産課 

【目 的】 園芸用施設における電照設備等に関して調査し、省エネの推進を図っていく上で必要な基

礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－省エネ関連設備に関する調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項及び調査実施期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－省エネ関連設備に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）地方公共団体 （属性）市町村（市町村が回答できな

い場合は、農業協同組合又は農事組合法人） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５４ （配布）オンライン（電子メール） （取集）オン

ライン（電子メール） （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年６月３０日現在 （系

統）市町村：愛知県－報告者、農業協同組合・農事組合法人：愛知県－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１５日～６月１５日 

【調査事項】 １．電照設備（ガラス室及びハウスの電照実面積（設備の種類別、野菜・花きの品目

別））、２．ヒートポンプ（ヒートポンプの設置実面積（野菜・花き・果樹の品目別、ガ

ラス室・ハウス別））  
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【調査名】 大阪府産業連関表作成のための商品流通調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月１９日 

【実施機関】 大阪府総務部統計課 

【目 的】 本調査は、地域間における商品流通状況を明らかにし、大阪府が作成する「平成２３年大

阪府産業連関表」の基礎資料を得るとともに、経済産業省及び都道府県の「平成２３年地域

産業連関表」作成に資することを目的とする。 

【沿 革】 平成２３年に、調査の名称が「大阪府商品流通調査」から「大阪府産業連関表作成のため

の商品流通調査」に変更された。 

【調査の構成】 １－商品流通調査票 

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載の変更のほか、報告者数の増加及び調査の実施期間の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－商品流通調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「製

造業」（細分類「生コンクリート製造業」を除く。）のうち、「商品流通調査品目一覧」に

掲げる３２０品目を生産している事業所 （抽出枠）工業統計調査又は経済産業省生産

動態統計調査の名簿及び個票 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，４００／２０，３３５ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日～１２月３１日 （系統）大阪府

－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年７月１日～８月３１日 

【調査事項】 １．製品の品目名、２．自工場生産額（内数として、自工場消費額、輸出向出荷額、

国内向出荷額（内数として、消費地別構成比））  
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【調査名】 福岡県物資流通調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月２３日 

【実施機関】 福岡県企画・地域振興部調査統計課 

【目 的】 本調査は、経済産業省が実施する平成２３年商品流通調査を補完するものとして、経済産

業省の調査対象となっていない福岡県内事業所の商品流通状況を把握し、平成２３年福岡県

産業連関表を作成するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－福岡県物資流通調査票（北九州市内事業所用） ２－福岡県物資流通調査票（福

岡市内事業所用） ３－福岡県物資流通調査票（その他市町村事業所用） 

【備 考】 今回の変更は、福岡県物資流通調査票（北九州市内事業所用）及び福岡県物資流通調査票

（福岡市内事業所用）新設並びに調査の実施期間の変更等。 

※ 

【調査票名】 １－福岡県物資流通調査票（北九州市内事業所用） 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類

「製造業」（細分類「生コンクリート製造業」を除く。）のうち、「福岡県物資流通調査品

目一覧」に掲げる３２０品目を生産している事業所 （抽出枠）工業統計調査及び経済

産業省生産動態統計調査の名簿及び個票 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２９０／１，６４１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）福岡県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年７月１日～８月３１日 

【調査事項】 １．製造品の自工場生産額、２．自工場消費額、３．輸出向け出荷額、４．国内向け

出荷額、５．国内向け出荷額のうち消費地別構成比 

※ 

【調査票名】 ２－福岡県物資流通調査票（福岡市内事業所用） 

【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「製

造業」（細分類「生コンクリート製造業」を除く。）のうち、「福岡県物資流通調査品目一

覧」に掲げる３２０品目を生産している事業所 （抽出枠）工業統計調査及び経済産業

省生産動態統計調査の名簿及び個票 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２１０／１，１８６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）福岡県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年７月１日～８月３１日 

【調査事項】 １．製造品の自工場生産額、２．自工場消費額、３．輸出向け出荷額、４．国内向け

出荷額、５．国内向け出荷額のうち消費地別構成比 

※ 

【調査票名】 ３－福岡県物資流通調査票（その他市町村事業所用） 

【調査対象】 （地域）福岡県全域（北九州市及び福岡市を除く。） （単位）事業所 （属性）日

本標準産業分類に掲げる大分類「製造業」（細分類「生コンクリート製造業」を除く。）

のうち、「福岡県物資流通調査品目一覧」に掲げる３２０品目を生産している事業所 （抽

出枠）工業統計調査及び経済産業省生産動態統計調査の名簿及び個票 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０５１／５，８８４ （配布）郵送 （取集）郵
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送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）福岡県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年７月１日～８月３１日 

【調査事項】 １．製造品の自工場生産額、２．自工場消費額、３．輸出向け出荷額、４．国内向け

出荷額、５．国内向け出荷額のうち消費地別構成比  
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【調査名】 福岡市物資流通調査（平成２４年度届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月２６日 

【実施機関】 福岡市総務企画局企画調整部統計調査課 

【目 的】 本調査は、福岡市における物資の流通状況を把握し、福岡市産業連関表を作成するための

基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 平成２４年に、調査の名称が「福岡市商品入・出荷先調査」から「福岡市物資流通調査」

に変更された。 

【調査の構成】 １－出荷調査票 ２－入荷調査票 

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載の変更のほか、調査対象期間及び調査の実施期間の変更等 

※ 

【調査票名】 １－出荷調査票 

【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類掲げる大分類「製

造業」に属する事業所のうち、品目表に掲げる３２１品目を生産している事業所 （抽

出枠）商品流通調査の準備調査名簿並びに工業統計調査の準備調査名簿及び個票 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２４０／１，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）福岡市－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年６月１日～７月３１日 

【調査事項】 １．製造品出荷額、２．出荷先別構成比（自工場消費、福岡市内、福岡市外の国内、

国外の４区分） 

※ 

【調査票名】 ２－入荷調査票 

【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類掲げる大分類「製

造業」に属する事業所のうち、品目表に掲げる３２１品目を生産している事業所 （抽

出枠）商品流通調査の準備調査名簿並びに工業統計調査の準備調査名簿及び個票 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４５０／１，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年１月～１２月 （系統）福岡市－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年６月１日～７月３１日 

【調査事項】 １．原材料入荷額、２．入荷先別構成比（自工場生産、福岡市内、福岡市以外の国内、

国外の４区分）  



- 46 - 
 

【調査名】 徳島県商品流通調査（平成２４年届出） 

【受理年月日】 平成２４年３月２８日 

【実施機関】 徳島県県民環境部統計調査課 

【目 的】 本調査は、徳島県が作成する「平成２３年徳島県産業連関表」作成のための基礎資料を得

るため地域相互における商品流通状況を把握を目的とする。 

【調査の構成】 １－徳島県商品流通調査票 

※ 

【調査票名】 １－徳島県商品流通調査票 

【調査対象】 （地域）徳島県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「製

造業」（細分類「生コンクリート製造業」を除く。）のうち、「商品流通調査品目一覧」に

掲げる３２０品目を生産している事業所 （抽出枠）工業統計調査及び経済産業省生産

動態統計調査の名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４００／１，４３８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２３年１月１日から同年１２月３１日 （系統）徳島県－報

告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年７月～８月 

【調査事項】 １．製造品の自工場生産額、２．自工場消費額、３．輸出向け出荷額、４．国内向け

出荷額、５．国内向け出荷額のうち消費地別構成比 
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（参考） 
 

○基幹統計の指定 

 

統計の名称 作 成 者 指  定  内  容 指定年月日

科 学 技 術 研 究 統 計 総 務 大 臣 基幹統計の名称を「科学技術

研究調査」から「科学技術研

究統計」に変更。 

H24.3.1 

 
 

注：官報掲載

日は 24.3.27

労 働 力 統 計 総 務 大 臣 基幹統計の名称を「労働力調

査」から「労働力統計」に変

更。 

H24.3.6 

 
 

注：官報掲載

日は 24.3.27

就 業 構 造 基 本 統 計 総 務 大 臣 基幹統計の名称を「就業構造

基本調査」から「就業構造基

本統計」に変更。 

H24.3.6 

 
 

注：官報掲載

日は 24.3.27

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が行った基幹統計の指定内容について

掲載したものである。 

 


